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・米国TSCA・HCS・州法
・中国の環境・化学物質規制
・東南アジアの化学物質規制
・化審法、安衛法、毒劇法等
  国内法規制

・各国のGHS対応
・危険物輸送勧告
・世界の新規化学物質届出
・情報伝達ツール

など喫緊の課題の動向・対応策

特集テーマ

月　刊：毎月１回発行 
　　　  年12冊(年間購読) 
体　裁：A4 モノクロ
頁　数：70 -10 0頁
           (号により変動)
価　格：49,50 0円
           (税 込（消費税10％)/
　　　  年間購読：12冊）
I S S N：2424 -1180

本誌の構成
・インタビュー ～キーマンに聞く
・特集記事 ～国内外の規制動向
・各社の化学物質管理
・よもやま話
・コラム
・最新トピック
・ニュースレター
・質問箱　など

キーマンへの
インタビュー

経産省や環境省など
関連官庁をはじめ
工業会、大手企業など
業界のキーマンに聞く！

法令改正や法令対応、
化学物質管理に関する
取り組みなどを掲載

★「冊子版＋電子版」も購読可能です！
詳細・申込はホームページをご確認下さい。
https://johokiko.co.jp/chemmaga/

★サンプル誌のご希望も承っております。
こちらのお申込みもホームページから

★月1回のメールマガジン配信中！
化学物質管理に関する情報をお届けします。



発行元（お問い合わせ先）　株式会社 情報機構　月刊 化学物質管理 編集部
〒 141-0032　東京都品川区大崎 3-6-4　トキワビル 3階
TEL　03-5740-8755　　FAX　03-5740-8766　　　　E-mail　chemmate@johokiko.co.jp

月刊 化学物質管理　購読申込書

※年間購読＜冊子版 +電子版＞をご希望の方は以下HPよりお申込み下さい。
　　→　https://johokiko.co.jp/chemmaga/

※申込要領を確認の上、お申込み下さい。
　　年間購読料　49,500 円（税込（消費税 10％））
　　毎月中旬 1 回発行、年 12 冊　（8 月～翌年 7 月）　
　　期間中の新規購読申込につきましては、バックナンバーを送付させて頂きます。

申込書（月刊化学物質管理）

ご希望の商品全てにチェックをお入れ下さい。

□ vol.8 より 年間購読冊子版のみ  の新規購読を申込　（2023 年 8 月～ 2024 年 7 月　12 冊）

各 vol.のセット購入をご希望 ※各 12 冊セット、49,500 円（税込（消費税 10％））のみの販売です。
※在庫がなくなり次第販売終了致します。
※ vol.1 ～ vol.5 はCD-ROM版の販売はございません

● vol.7 （22.08～ 23.07号） → □ 冊子版 / □ CD-ROM版　● vol.6 （21.08～ 22.07号） → □ 冊子版 / □ CD-ROM版
●その他の vol. → vol.（　　　）　※ vol.ナンバーをご記入ください

申込件数
12 冊×　　　 件      

申込
年月日 　　　　　　年　　　　月　　　　日

会社名

所属

姓名 e-mail

送付先住所
〒

TEL FAX

備考

今後弊社よりセミナー・出版物等の案内を希望される場合は下記にチェック下さい。

□ e-mail　　　□ダイレクトメール　　　□ FAX

＜冊子版のみ＞新規購読申込要領
1. 購読期間中の購読停止・返金はできませんので予めご了承下さい。
2.各購読期間終了時期に次の期間への更新伺いを致します。購読停止の場合は、メール（chemmate@johokiko.co.jp）にてご一報下さい。
停止連絡が無い場合は、自動更新させていただきます。 

3. 弊社HPの申込フォーム（https://johokiko.co.jp/chemmaga/）もしくは FAX 03-5740-8766 にてお申込ください。
4. お申込書を確認後、5 営業日以内にご請求書を発行致します。原則、請求翌月末迄にお振込下さい。
5. 振り込み手数料はご負担ください。
6.期間中、止むを得ず休刊・廃刊となった場合、差額分を返金致します。 

個人情報の扱いについて
株式会社情報機構（以下当社）はお客様のプライバシーを尊重し、全社員に徹底して個人情報の保護に努めております。当社はお客様へ
の企画、サービス向上のために収集した個人情報を活用させていただいております。
当社で収集しております個人情報は以下のいずれかの目的で使用いたしております。
　•セミナー・通信教育・書籍・雑誌・ビデオ・DVD・CD-Rなどの当社商品（以下商品）やサービスのご案内をするため。
　•当社商品企画の参考のためにお客様のご意見をうかがう場合。
　•商品の注文、資料請求、お届け、お支払いのため。
　•プライバシーポリシー【個人情報保護方針】　https://johokiko.co.jp/company/policy.php






